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鳥取労働局における「外国人雇用状況」届出状況の集計結果 
（令和３年10月末現在） 

 
～ コロナの感染予防による入国制限の影響により８年ぶりに減少 ～ 

 

 

 鳥取労働局（局長 石田
い しだ

 聡
さとし

）は、令和３年10月末現在の外国人雇用状況についての届出状況をと

りまとめましたので公表します。  

 外国人雇用状況の届出制度は、労働施策総合推進法第 28条に基づき、外国人労働者の雇用管理の改 

善や再就職支援などを目的とし、すべての事業主は、外国人労働者の雇入れ又は離職時に、氏名、在留 

資格、在留期間などを確認し、厚生労働省（公共職業安定所）へ届け出ることが義務付けられています。  

  届出の対象は、事業主に雇用される外国人労働者（特別永住者、在留資格「外交」・「公用」の者を 

除く。）であり、数値は令和３年10月末時点で事業主から提出のあった届出件数を集計したものです。 

 

【届出状況におけるポイント】 
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当 

職業安定部・職業対策課 

職業対策課課長   君野  雄 

地方雇用開発担当官 竹中 將彰 

℡ ０８５７－２９－１７０８ 

 
鳥 取 労 働 局 発 表  
 
令和４年１月２８日（金） 

鳥取労働局 
厚生労働省 

○ 鳥取県内の事業主から届出のあった外国人労働者数は 2,968人で、前年同期比282人、8.7％の

減少 （平成25年以来８年ぶりの減少）となりました。  

○ 外国人を雇用する事業所数は710か所で、前年同期比６か所、0.8％の減少となりました。  

○ 産業別の事業所数は、製造業が 201 か所（外国人雇用事業所全体の 28.3％）と最も多く、次い

で卸売業・小売業が104か所（同 14.6％）、宿泊業・飲食サービス業が87か所（同 12.3％）で

あり、また、外国人労働者数では、製造業が1,484人（外国人労働者全体の50.0％）と半数を占

め、次いで卸売業・小売業が262人（同 8.8％）、宿泊業・飲食サービス業が207人（同 7.0％）

の順となりました。  

○ 事業所規模別による外国人雇用事業所数は、30 人未満の事業所が 341 か所（外国人雇用事業所

全体の48.0％）と半数近くを占め、小規模事業所での雇用傾向が強い状況にあります。  

○ 国籍別では、ベトナムが最も多く1,239人（外国人労働者全体の41.7％）。次いで中国539人（同 

18.2％）、フィリピン420人（同 14.2％）、インドネシア135人（同 4.5％）の順となりました。

対前年伸び率でみると、ネパール（56.8％）、フィリピン（1.0％）は増加しましたが、一方でベ

トナム（△7.5％）が減少に転じ、中国（△17.7％）は減少傾向が続いています。  

○ 在留資格別では、「技能実習」が1,493人で、前年同期比283人、△15.9％の減少（外国人労働

者全体の50.3％）となったものの、外国人労働者のほぼ半数を占め、永住者や定住者など「身分

に基づく在留資格」が695人で、前年同期比１人、0.1％の増加（同 23.4％）、「専門的・技術的

分野の在留資格」は431人で、前年同期比22人、5.4％の増加（同 14.5％）となりました。 
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（参照条文）  

  

労働施策総合推進法  

（昭和四十一年七月二十一日法律第百三十二号)〔抄〕  

(外国人雇用状況の届出等)  

第二十八条 事業主は、新たに外国人を雇い入れた場合又はその雇用する外国人が離職した場 

合には、厚生労働省令で定めるところにより、その者の氏名、在留資格(出入国管理及び難民認 

定法第二条の二第一項に規定する在留資格をいう。次項において同じ。)、在留期間(同条第三 

項に規定する在留期間をいう。)その他厚生労働省令で定める事項について確認し、当該事項 

を厚生労働大臣に届け出なければならない。  

  

労働施策総合推進法施行規則  

(昭和四十一年七月二十一日労働省令第二十三号)〔抄〕  

(外国人雇用状況の届出事項等)  

第十条 法第二十八条第一項の厚生労働省令で定める事項は、新たに外国人を雇い入れた場合 

における届出にあつては次の各号(第五号を除く。)に掲げる事項と、その雇用する外国人が離 

職した場合における届出にあつては第一号から第三号まで、第五号及び第六号に掲げる事項 

とする。  

一 生年月日  

二 性別  

三 国籍の属する国又は出入国管理及び難民認定法第二条第五号ロに規定する地域  

四 出入国管理及び難民認定法第十九条第二項前段の許可(以下「資格外活動の許可」とい 

う。)を受けている者にあつては、当該許可を受けていること。  

五 住所  

六 雇入れ又は離職に係る事業所の名称及び所在地  

七 賃金その他の雇用状況に関する事項  

  

第十二条 外国人雇用状況届出は、新たに外国人を雇い入れた場合にあつては当該事実のあつ 

た日の属する月の翌月十日までに、その雇用する外国人が離職した場合にあつては当該事実 

のあつた日の翌日から起算して十日以内に、当該事業所の所在地を管轄する公共職業安定所 

の長に提出することによつて行わなければならない。  

２ 被保険者でない外国人に係る外国人雇用状況届出は、前項の規定にかかわらず、当該外国 

人を雇い入れた日又は当該外国人が離職した日の属する月の翌月の末日までに、当該事業所 

の所在地を管轄する公共職業安定所の長に提出することによつて行わなければならない。 




























